




１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

2,390 2,377 2,377

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

消防事業の広域化により、組織と資機材の充実を図り、大規模災害や救急活動を効率化することで、市民
の安全・安心を確保する。

令和5年度事務事業評価シート

事務事業名 入間東部地区事務組合負担金（常備消防分）
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 08　防災・防犯 ～災害に強く犯罪のないまち～
施策 34　防災　－危機管理体制の整備と災害に強いまちづくりを進めます－

事務事業期間 昭和45年度～ 評価日 令和6年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

消防法、消防組織法、入間東部地区事務組合規約

予算費目 一般会計　09消防費　01消防費　01常備消防費
所管部課 総務部　危機管理防災課 評価責任者 武井克裕

0

0.00

0.00

令和5年度の
主な取組

①消防・救急：市内において発生する火災に対し、消防活動及び救急業務を実施した。
②予防防火・啓発活動：消防法に基づく防火業務及び火災報知機の設置普及等の啓発活動を実施した。
③消防施設の充実を図った。

【支出】

2,390 2,377 2,377

令和4年度 実績 令和5年度 実績 令和6年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

2市1町で構成する広域消防に対し各市・町から常備消防運営費として負担金を支出し、広域で業務を実施
することで、業務の効率化や資機材の充実、消防体制の強化を図る。

事務事業の
経緯

昭和45年11月に当時の福岡町・富士見町・大井町・三芳町の4町が入間東部地区事務組合を設立し、広域
消防をスタートした。

人
件
費

0 0 0

0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 0 0

支出合計 1,226,322 1,282,718 1,295,913

1,223,932 1,280,341 1,293,536

0 0 0

0 0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

1,226,322 1,282,718 1,295,913

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

10,745 11,237 11,041

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

0.30

0.00

0.00

0.30

0.00

0.00

0.30



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由
火災や救急活動の円滑で迅速な対応を図り、火災発生や救急出場件数が抑制できるよう、平時から、地域
住民への啓発活動、市主催の防災訓練への入間東部地区事務組合の積極的な参加など、引き続き、入間東
部地区事務組合と連携を密に、地域防災力強化の取組を進めていく。

年度 令和4年度 令和5年度

説明

指標

１

6,054

令和5年度 令和6年度

指標名 火災発生件数

単位 件
年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標値 0 0 0
実績値 14 15

市内における火災への出場件数（令和5年1月1日～令和5年12月31日）
※常備消防に対する負担金の支出事務であり、指標の設定が困難なため、目標値は設定せず火災発生の実
績件数を記載。

令和6年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

6,409

説明

0

事務事業の
実施内容・効果

【事業内容】
①市内において発生する火災に対しての消火活動や救急業務等を実施。
②消防法に基づく防火業務及び火災報知機の設置普及等の啓発活動を実施。
③消防施設の充実を図る。
【事業効果】
消防施設・設備を充実することで災害や救急対応を迅速化し、災害対応や救急業務活動力の向上が図られ
た。また、平時から地域住民への防災に関する意識の高揚を図ることで地域防災力の強化が図られた。
【事業実績】
・講習等(市内実施分)
上級救命講習（3回、71人）、普通救命講習Ⅰ（16回、339人）、普通救命講習Ⅲ（12回、238人）、救命
入門コース(2回、38人)、応急手当講習（27回、590人）
・第46回園児消防見学会（5月24日～25日、48園、1,575人）
管内幼稚園・保育園の年長児を対象に西消防署訓練場及び東消防署訓練場で実施。
・第50回埼玉県消防救助技術指導会（6月10日）
出場種目（延23人出場）：ロープ応用登はん1チーム、ほふく救出1チーム、ロープブリッジ救出2チー
ム、引揚救助1チーム、障害突破1チーム
・第51回消防救助技術関東地区指導会（7月27日）
出場種目（4人出場）：ロープブリッジ救出1チーム
・火災防ぎょ訓練（9月3日、消防職員50人）
多様化・大規模化が懸念される災害対応のための、消防職員及び消防団員の連携による実践訓練

指標名 119番通報による救急出場件数

単位 件
年度 令和4年度

継続

来年度の方向性

市内における救急の出場件数（令和5年1月1日～令和5年12月31日）
※常備消防に対する負担金の支出事務であり、指標の設定が困難なため、目標値は設定せず救急出場の実
績件数を記載。

目標値 0 0
実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

2,390 2,377 2,377

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

火災発生時の消火活動、地震や風水害などの大規模災害時における救助・救出活動に従事するとともに、
平常時は地域での防火指導や広報活動に従事し、地域における消防力・防災力の向上を図る。

令和5年度事務事業評価シート

事務事業名 入間東部地区事務組合負担金（非常備消防分）
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 08　防災・防犯 ～災害に強く犯罪のないまち～
施策 34　防災　－危機管理体制の整備と災害に強いまちづくりを進めます－

事務事業期間 昭和45年度～ 評価日 令和6年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

消防組織法、消防法、入間東部地区事務組合消防団条例

予算費目 一般会計　09消防費　01消防費　02非常備消防費
所管部課 総務部　危機管理防災課 評価責任者 武井克裕

0

0.00

0.00

令和5年度の
主な取組

①入間東部地区事務組合の消火活動への後方支援活動及び初期消火活動を実施した。
②消防団員の確保に向けた取組みを実施した。

【支出】

2,390 2,377 2,377

令和4年度 実績 令和5年度 実績 令和6年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

市内で組織されている消防団（10分団）の運営及び維持管理に必要な経費を、消防団を所管している入間
東部地区事務組合に対して負担金を支出し、地域防災の安全・安心を図る。

事務事業の
経緯

消防団は消防組織法及び入間東部地区事務組合消防団条例に基づき昭和45年に組織され、地域での防火指
導や広報活動を行うとともに、火災発生時には常備消防の後方支援活動に従事するなど、地域の安心・安
全の確保に努めている。

人
件
費

0 0 0

0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 0 0

支出合計 41,308 50,526 60,397

38,918 48,149 58,020

0 0 0

0 0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

41,308 50,526 60,397

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

362 443 515

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

0.30

0.00

0.00

0.30

0.00

0.00

0.30



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

成果

指標

３

中長期的方向性

継続

理由
非常備消防の中核となす消防団員は、平時より地域に密着して活動しており、災害時に大きな戦力となる
ことが期待され、常備消防の補完的組織として、より一層の充実が求められる。その一方で、少子高齢
化、サラリーマン化等、時代の変革に伴い、消防団員数は全国的にも減少傾向になる中、引き続き、消防
団員数の確保策を検討する。

年度 令和4年度 令和5年度

説明

指標

１

116

令和5年度 令和6年度

指標名 定期訓練等の実施人数

単位 人
年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標値 0 0 0
実績値 2,216 1,414

消防活動のための定期訓練等(ポンプ車操法及び消火訓練等）（令和5年1月1日～令和5年12月31日）
※非常備消防に対する負担金の支出事務であり、指標の設定が難しいため、訓練等の実施人数を記載。

令和6年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

110

説明

125

事務事業の
実施内容・効果

【事業内容】
①消火活動での後方支援及び初期消火活動を実施するため、防災知識や技術の向上に取組んだ。
②消防団員の勧誘活動及び支援を実施した。
【事業効果】
①平時から災害を意識し、防災の知識や技術の向上が図られた。
②消防団員の増員を図るため、消防団員の勧誘活動等を行い、地域防災力の向上に繋げた。
【事業実績】
①防災の知識や技術の向上策
・消防団長辞令交付式（4月3日）
ふじみ野市消防団長が新たに就任
・消防団員辞令交付式（4月8日）
昇格者67人、退職者36人、入団者33人（いずれも2市1町の合計）
・消防団分団長研修（4月8日、消防団員21人(ふじみ野市：7人)）
・消防団新入団員研修（4月22日、消防団員10人(ふじみ野市：4人)）
・女性消防団員会議（4月23日、消防団員7人）
・消防団初級幹部研修（5月27日、消防団員15人(ふじみ野市：7人)）
・消防団消防ポンプ操法大会（7月2日、消防団員230人）
・風水害時における消防活動訓練（8月19日、消防団員57人(ふじみ野市：23人)）
管内における局地的大雨、台風により風水害が発生した場合における、消防活動時の資機材取扱訓練
・火災防ぎょ訓練（9月3日、消防団員180人）
多様化・大規模化する災害に備えるために消防職員及び消防団員の連携訓練を実施
・第25回全国女性消防操法大会（10月21日）
入間東部女性消防隊として参加し、優秀賞受賞（ふじみ野市消防団所属団員2人参加）

指標名 消防団員の確保

単位 人
年度 令和4年度

継続

来年度の方向性

地域防災力向上における消防団員の確保

目標値 121 123
実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

1,558

18,718 19,016 19,016

000

000

人件費計

0 0 0

1,373 2,199 2,858

5,598 792

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

強靭なまちづくりプロジェクト

事務事業の
概要

災害時に備えて、地域防災計画による被害想定に基づいた予防対策、応急対策及び復旧復興対策を充実
し、防災意識及び防災力の向上を図り、災害に強い地域社会づくりを推進する。

令和5年度事務事業評価シート

事務事業名 災害対策事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 08　防災・防犯 ～災害に強く犯罪のないまち～
施策 34　防災　－危機管理体制の整備と災害に強いまちづくりを進めます－

事務事業期間 平成20年度～ 評価日 令和6年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

災害対策基本法、水防法、ふじみ野市自主防災組織補助金交付要綱

予算費目 一般会計　09消防費　01消防費　03防災費
所管部課 総務部　危機管理防災課 評価責任者 武井克裕

0

0.00

0.00

令和5年度の
主な取組

①「ふじみ野市自主防災組織補助金交付要綱」の改正準備
これまでの継続的な補助の実績と、一方で近年多様化する災害対策の現状を受け、令和6年度の施行に向
け、より柔軟に活用しやすい補助項目となるよう、内容の大幅な見直しを検討したもの。
②防災講話・講習会等の実施
地域における防災講話等の他、DIG、HUG訓練の開催支援、地区防災計画策定支援を実施したもの。
③防災DXの検討
防災分野へのIT技術の導入を検討した結果、令和６年度中に防災設備・施設管理運営事業において「防災
情報共有システム」を導入する予定。

【支出】

18,718 19,016 19,016

令和4年度 実績 令和5年度 実績 令和6年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

ふじみ野市地域防災計画に基づき、災害に備えた予防対策、応急対策及び復旧復興対策の充実を図る。

事務事業の
経緯

旧市・町でそれぞれ策定していた地域防災計画と災害対策基本法に基づき、ふじみ野市防災会議が中心と
なり、本市の地域の災害に係る予防対策、応急対策及び復旧復興対策に関する事項を定め、防災活動を総
合的かつ計画的に実施し防災の万全を期すもの。

人
件
費

20 0 48

0

380

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

3,627 4,416 4,055

支出合計 48,954 46,241 52,585

18,489 18,587 24,670

0 0 0

1,129 1,231

0 0 0

県支出金 330 0 50

その他 1,000 1,000 1,000

47,624 45,241 51,535

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

417 396 439

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

2.40

0.00

0.00

2.40

0.00

0.00

2.35



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由
災害への備えとして災害対策の必要性は高く、自助・共助推進の観点から、住民自身が「災害から身を守
る意識」の向上と、自主防災組織の活動の充実の他、事業者における自主的な活動強化が必須であり、そ
の必要性の周知・啓発を継続して行うことが重要である。
また、激化する災害に備え、自助・共助を補完する役割としての公助として、市民の生命財産を守るため
の計画や災害対応マニュアルを適宜見直し及び検証とＷＥＢ版ハザードマップの保守等を引き続き行って
いく。

年度 令和4年度 令和5年度

説明

指標

１

4

令和5年度 令和6年度

指標名 自治組織における自主防災組織率

単位 ％
年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標値 100 100 100
実績値 100 100

自治組織における自主防災組織の組織率。
災害時における自助・共助を推進する指標。

令和6年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

11

説明

10

事務事業の
実施内容・効果

【事業内容】
①「ふじみ野市自主防災組織補助金交付要綱」の改正の検討
②自主防災組織に対する活動支援（補助金交付）
③ハザードマップ及び外国語版ハザードマップデータの更新
④ペットの居る市民への防災啓発
【事業効果】
①災害時の諸課題に対してより柔軟に対応しやすくなるよう内容の大幅な見直しを検討し、これにより地
域防災力の更なる向上が見込まれる。
②自助・共助の推進の観点から、地域防災の要となる自主防災組織への防災資機材の整備等に対する補助
金の交付を通じ、地域の自主的及び主体的な防災活動の充実が図られた。
③改定された地域防災計画の内容を地震、洪水ハザードマップ及び外国語ハザードマップデータに反映
し、提供可能な情報内容の向上が図られた。
④防犯事業として実施している「わんわんパトロール講習会」において、今年度も引き続きペット防災の
視点を取り入れた災害時における平時からの備えの必要性について周知啓発を行った。
【事業実績】
①「ふじみ野市自主防災組織補助金交付要綱」の改正準備
②防災資機材等整備支援事業：31団体
③地震、洪水ハザードマップ及び外国語ハザードマップデータの更新
④わんわんパトロール講習会（防犯推進事業）での周知啓発（市民27人参加）

指標名 防災講話・講習会等の実施

単位 回
年度 令和4年度

継続

来年度の方向性

防災講話・講習会等の実施回数。
防災講話・講習会等を通して、地域の防災意識の向上及び防災力の強化を図る指標。

目標値 10 10
実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

242

11,151 11,093 11,093

000

000

人件費計

924 0 0

19,124 18,088 23,746

10,269 10,222

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

強靭なまちづくりプロジェクト

事務事業の
概要

災害発生時に必要な設備や施設の整備及び備蓄品を確保し、維持管理を行う。

令和5年度事務事業評価シート

事務事業名 防災設備・施設管理運営事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 08　防災・防犯 ～災害に強く犯罪のないまち～
施策 34　防災　－危機管理体制の整備と災害に強いまちづくりを進めます－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和6年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

災害対策基本法・ふじみ野市地域防災計画・ふじみ野市防災行政無線の管理及び運用に関する規程

予算費目 一般会計　09消防費　01消防費　03防災費
所管部課 総務部　危機管理防災課 評価責任者 武井克裕

0

0.00

0.00

令和5年度の
主な取組

①防災設備・施設の維持管理及び更新
災害に備え、防災設備・施設の定期的な点検を行い、維持管理に努める。
②備蓄物資の再配置と計画的な整備
防災備蓄品管理倉庫等を活用し、備蓄物資を適正に再配置し、物資の効率的な維持管理を行うとともに、
災害時に必要となる物資を計画的に整備し、スムーズかつ安定した受援と供給体制の構築を図る。
③防災行政無線等設備の無線LAN系設備（IP電話装置・TV会議システム）使用に係る事業検討、見直し
経年により故障が顕著であるため、課題抽出、先進事例調査、市場調査、契約方法の見直し、コスト比較
等を行い、予算執行の健全化に向けた中長期的な事業の方向性（更新又は代替策）を検討する。

【支出】

11,151 11,093 11,093

令和4年度 実績 令和5年度 実績 令和6年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

災害発生時における市民生活の安全・安心を確保するため、平時より防災設備や施設の整備及び備蓄品の
確保と、適正な維持管理により、災害時における確実な稼動を目指す。

事務事業の
経緯

合併以前より、災害に備えた防災設備や施設の整備及び備蓄品を確保し、維持管理を進めながら、現在に
至っている。

人
件
費

0 0 0

0

103,059

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

6,521 1,427 5,525

支出合計 48,245 41,078 143,694

29 29 29

0 0 0

227 219

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

48,245 41,078 52,894

地方債 0 0 90,800

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

423 360 451

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

1.40

0.00

0.00

1.40

0.00

0.00

1.40



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

活動

中長期的方向性

継続

理由
近年、災害が頻発化・激甚化する状況を鑑み、市民の生命及び財産を保護する施策を講ずることは非常に
重要である。そのため、平時より、防災設備・施設、備蓄品等を適切に配置し、継続的に維持管理、修繕
及び更新、廃止等を行うことで災害対応における実効性を高め、市の災害対応能力を高水準で維持し、災
害発生時の機動的かつ円滑な対応に繋げる。
令和６年度は、新たに防災情報共有システムを導入することで、より一層の内部意思決定の迅速化と市民
への情報発信を行い、災害による被害を最小限に食い止め、結果として市民の安全・安心に繋げる。

％
年度 令和4年度 令和5年度

説明

指標

１

100

令和5年度 令和6年度

指標名 防災施設の維持管理

単位 ％
年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標値 100 100 100
実績値 100 100

各防災施設の稼働率（稼動可能な施設数/防災施設数）
発災時におけるの迅速かつ円滑な対応を行なうための指標

令和6年度
目標値 100 100 100

指標名 災害用備蓄食料の確保

単位

実績値 100 100

説明

100

説明

100

事務事業の
実施内容・効果

【事業内容】
①防災設備・施設の維持管理及び更新②備蓄物資の再配置と計画的な整備③防災行政無線等設備の無線Ｌ
ＡＮ系設備（ＩＰ電話装置・テレビ会議システム）使用に係る事業検討、見直し
【事業効果】
①防災行政無線、井戸及び防災倉庫等の保守・修繕により、災害対応能力の維持向上が図られた。
②ふじみ野市地域防災計画に基づく備蓄品の計画的な購入により、必要な備蓄品の配備が図られた。
③事業検討・見直しを行い、防災ＤＸの推進により、災害時の意思決定の迅速化を実現するとともに市民
に有用な情報をいち早く発信することが可能になる。
【事業実績】
①防災設備・施設の維持管理及び更新
・防災備蓄品管理倉庫、各防災倉庫、耐震性貯水槽、防災井戸（飲料水用・生活用水用）、防災行政無線
（同報系）、無線ＬＡＮ設備（ＩＰ電話・テレビ会議システム）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲ
Ｔ）、その他資機材（発電機等）
・無線ＬＡＮ及び固定系バッテリー4箇所交換修繕、防災行政無線同報系操作パソコン修繕、耐震性貯水
槽修繕等
②備蓄物資の再配置と計画的な整備
・パン缶、飲料水、玄米リゾット、ミルク（粉・キューブ・液体）、ウエットタオル、生理用品、ラップ
式トイレ消耗品、肌着類、おむつ、フェイスシールド、マスク、アルコール消毒液、次亜塩素酸消毒液、
エアーマット、コンパートテント等
・備蓄品の適正配置、食品・救急セット内消耗品等の定期更新
③防災行政無線等設備の無線ＬＡＮ系設備（ＩＰ電話装置・テレビ会議システム）使用に係る事業検討、
見直し
・令和6年度、災害重要情報の共有化を図るための防災情報共有システムの導入

指標名 防災設備の維持管理

単位 ％
年度 令和4年度

拡充

来年度の方向性

各防災設備の稼働率（稼動可能な防災設備/防災設備数）
発災時における迅速かつ円滑な対応を行なうための指標

災害用備蓄食料の充足率（備蓄数/計画数）
計画による被害予測に基づいた、必要とする備蓄食料の充足状況をみるための指標

目標値 100 100
実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

133

7,169 7,131 7,131

000

000

人件費計

0 0 0

120 78 78

4,070 3,300

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

①災害発生時に自力避難が困難な高齢者や障がい者等（避難行動要支援者）を事前に把握し、避難行動要
支援者名簿（全体名簿）の作成を行う。
②自治組織等の地域において安否の確認や避難所等への誘導ができるよう、避難行動要支援者本人やその
家族に同意をとり、それをまとめた名簿を避難行動要支援者名簿（同意者名簿）として、自治組織等の避
難支援等関係者へ名簿を提供し、情報共有を行う。
③避難支援等関係者による、同意者名簿に基づく個別避難計画の作成と、防災訓練等を契機に実効性を高
めるため、個別避難計画の作成及び訓練等の支援を行う。

令和5年度事務事業評価シート

事務事業名 避難行動要支援者事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 08　防災・防犯 ～災害に強く犯罪のないまち～
施策 34　防災　－危機管理体制の整備と災害に強いまちづくりを進めます－

事務事業期間 平成20年度～ 評価日 令和6年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

災害対策基本法第四十九条の十から第四十九条の十七

予算費目 一般会計　09消防費　01消防費　03防災費
所管部課 総務部　危機管理防災課 評価責任者 武井克裕

0

0.00

0.00

令和5年度の
主な取組

①全体名簿及び同意者名簿の更新及び同意者名簿の情報の提供と共有
関係課から情報提供を受け、定期的な全体名簿及び同意者名簿の更新を行うと共に、避難支援等関係者に
対して「外部提供同意」に基づき同意者名簿の提供と共有を行う。
②避難支援等関係者向けの説明会及び同意者名簿を活用した訓練の実施
継続した説明会を開催し、地域の制度理解を深め、同意者名簿を活用した防災訓練を実施する。
③個別避難計画の作成支援及び補助資料の提供
個別避難計画の作成を促進するため、関係課と連携し支援体制の強化を行うと共に、個別避難計画の作成
に必要な補助資料の事前提供により、作成時の負担を軽減させ、個別避難計画の作成を推進する。

【支出】

7,169 7,131 7,131

令和4年度 実績 令和5年度 実績 令和6年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

災害時に自ら避難することが困難なものであって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援
を要するものの把握に努めるとともに、地域防災計画の定めにより避難行動要支援者について避難の支
援、安否の確認その他避難行動要支援者の生命または身体を災害から保護するために必要な措置を行う。

事務事業の
経緯

平成17年3月に国の検討会より提案された「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」により取組みが開
始され、その後、平成25年6月21日公布の災害対策基本法の一部を改正する法律により、避難行動要支援
者名簿の作成が、令和3年5月20日の一部改正により個別避難計画作成が市町村の努力義務とされた。

人
件
費

0 0 0

0

3,520

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

2 988 108

支出合計 11,977 11,739 10,970

0 0 0

0 0 0

616 242

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

11,977 11,739 10,970

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

105 103 93

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

0.90

0.00

0.00

0.90

0.00

0.00

0.90



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由
災害時における避難行動要支援者に対する支援を行うため、引き続き地域や福祉部局との連携を図り、制
度の周知と防災訓練等を通じた、より実行性のある制度に高めていく。

年度 令和4年度 令和5年度

説明

指標

１

令和5年度 令和6年度

指標名 避難行動要支援者制度の周知啓発

単位 回
年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標値 2 7 7
実績値 7 7

対象者及び支援者への周知回数。
避難行動要支援者制度の理解や意識を高める指標。

令和6年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

事務事業の
実施内容・効果

【事業内容】
①避難行動要支援者名簿（全体名簿）の更新
②避難行動要支援者名簿（同意者名簿）の更新及び情報提供と共有
③個別避難計画の作成を支援するための「個別計画補助資料」の作成及び共有
【事業効果】
①②全体名簿及び同意者名簿を定期的に更新すると共に、同意者名簿を避難支援等関係者に提供すること
により、避難支援等関係者との情報の共有と顔の見える関係を築き、災害に備えた防災体制の強化が図ら
れた。
③地図情報等の記載がある個別計画補助資料を作成し、共有することで、避難支援等関係者の業務の効率
化につながり、負担の軽減が図られた。
【事業実績】
①毎月、関係課から情報提供を受け、名簿の更新を行った。
・全体名簿　5,903人（令和5年4月）⇒5,496人（令和6年3月）
②新たな対象者に対して「外部提供同意申請書」を発送し、同意に基づく同意者名簿を更新すると共に、
避難支援等関係者へ情報の提供と共有を図り、また、説明会を通じて制度の理解と地域活動への協力を依
頼した。
・同意者名簿　　3,923人（令和5年4月）⇒3,731人（令和6年3月）
（参考）令和5年度の同意者名簿の作成に向けた令和5年度新規郵送数282人
・説明会　7回（自治組織向け１回、対象者向け１回、民生委員向け5回）
③個別計画補助資料における地図による対象者宅の表記を事前に反映し、地域での個別避難計画作成を支
援した。
④令和5年度に対象者全員に再度、名簿情報について外部提供の意向確認を実施し、内容の更新を図っ
た。
・発送件数　5,618件

指標名

単位
年度 令和4年度

継続

来年度の方向性

目標値
実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

11,948 11,885 11,885

000

000

人件費計

0 0 0

359 292 377

0 660

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

強靭なまちづくりプロジェクト

事務事業の
概要

地域住民や関係機関と連携した市民参加型の実戦的な防災訓練を実施し、防災意識の向上と発災時におけ
る、自助・共助・公助による防災力の強化を図る。

令和5年度事務事業評価シート

事務事業名 防災訓練事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 08　防災・防犯 ～災害に強く犯罪のないまち～
施策 34　防災　－危機管理体制の整備と災害に強いまちづくりを進めます－

事務事業期間 平成11年度～ 評価日 令和6年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

災害対策基本法・ふじみ野市地域防災計画

予算費目 一般会計　09消防費　01消防費　03防災費
所管部課 総務部　危機管理防災課 評価責任者 武井克裕

0

0.00

0.00

令和5年度の
主な取組

①地域における防災訓練に対する支援
防災講話、自主防災組織リーダー養成指導員の派遣及び各種訓練等への支援を行い、市民の防災意識の向
上と地域活動の促進及び充実を図る。
②ふじみ野市総合防災訓練の実施
市単独の訓練として、地域防災計画に基づき3層の応急活動体制の検証を目的に、市内全域を対象とし
た、地域住民、防災関係機関、市職員による「市民参加型の実践訓練」を実施する。

【支出】

11,948 11,885 11,885

令和4年度 実績 令和5年度 実績 令和6年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

平時から防災訓練を行うことで、地域住民の防災意識の向上と、行政及び地域の防災力の強化を図る。

事務事業の
経緯

平成11年度から実施している二市一町合同防災訓練を初め、平成24年度からは市独自で総合防災訓練を実
施し、地域の防災訓練の推進及び関係機関の連携を図っている。

人
件
費

0 0 0

0

1,116

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 22 49

支出合計 12,307 12,859 13,427

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

12,307 12,859 13,427

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

108 113 114

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

1.50

0.00

0.00

1.50

0.00

0.00

1.50



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

成果

指標

３

中長期的方向性

継続

理由
全避難所を開設した実践型訓練は、継続することで、防災関係機関相互の連携強化が図られ、市民が「防
災・減災」について自ら考える絶好の機会になる。
今後も毎年継続的に3層の活動体制の充実を図り、市役所職員や防災関係機関、市民による実践的な訓練
の積み重ねにより災害に強いまちを目指す。

年度 令和4年度 令和5年度

説明

指標

１

58

令和5年度 令和6年度

指標名 地域の防災活動に対する支援

単位 回
年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標値 7 7 7
実績値 3 3

自主防災組織等が行う防災講座や防災訓練などの防災活動に対する支援回数。
地域の防災活動を通して、自助・共助による防災意識の向上及び防災力の強化を図る指標。

令和6年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

56

説明

58

事務事業の
実施内容・効果

【事業内容】
①自主防災組織の防災活動に対する支援
②第12回ふじみ野市総合防災訓練の実施
【事業効果】
①地域活動に対する防災備蓄品の提供のほか、地区防災計画策定支援や防災講話への講師派遣等を行い、
自主防災活動の促進と活動内容の充実及び防災意識の向上が図られた。
②地域防災計画に基づく「災害対策本部」、「地域防災拠点」及び「地区対策本部」の3層の応急活動体
制を検証することにより、市民の防災意識の向上及び自助・共助の強化が図られた。
【事業実績】
①防災備蓄品の提供（44団体）、防災訓練（中丸デイサービス、デイサービスそらまめ）への参加、埼玉
県リーダー養成指導員による講話（第12回総合防災訓練時実施）
②日時　令和5年11月12日（日）午前8時30分から正午まで　　参加者　約4,000人
○主な訓練内容
（災害対策本部）
・指揮伝達、情報収集訓練及び関係機関との連携訓練、地域防災拠点との通信、時点情報の共有及び外部
への情報発信訓練、災害時の課題を想定したケースディスカッション訓練等。
（地域防災拠点）
・市内全20か所を開設し、新型コロナウィルス等感染症対策を踏まえた避難所開設訓練や災害対策本部と
の通信訓練、資機材等の確認、防災関係機関及び協定事業所による講話等。
（地区対策本部）
・公園や集会所等での地区対策本部設置・運営訓練、避難行動要支援者等の避難支援や情報連絡員による
情報伝達訓練、初期消火訓練、炊き出し訓練等の実施。
（その他）
・タウンミーティングや市ホームページなどでの広報用として、動画撮影の実施。

指標名 防災訓練の実施

単位 組織
年度 令和4年度

継続

来年度の方向性

ふじみ野市総合防災訓練における自主防災組織の参加組織数。
防災訓練への参加を通して、地域の防災意識の向上及び防災力の強化を図る指標。

目標値 58 58
実績値


